
地方公共団体における行政手続のオンライン利用の状況
地方公共団体における行政手続のオンライン利用の状況については、「地方公共団体におけるオンライ
ン利用促進指針」（令和２年３月４日最終改正）に基づき、毎年度、オンライン利用率の把握を行っ
た上で公表しており、今般、令和２年度の状況を取りまとめました。令和２年度の状況については、「デ
ジタル・ガバメント実行計画」（令和２年12月25日閣議決定）において、地方公共団体が優先的に
オンライン化を推進すべき手続とされている58手続の実績を公表します。

地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続（58手続）のオンライン利用状況

年度 年間総手続件数 オンライン利用件数 オンライン利用率

令和２年度 469,638 千件 247,915 千件 52.8 ％

令和元年度 472,618 千件 240,074 千件 50.8 ％

平成30年度 473,848 千件 215,065 千件 45.4 ％

※１:対象手続に関して既にオンライン化している団体における、総手続件数と人口を基に算出した全国における
推計値である。

※１ ※２

※２:より精緻なオンライン利用率の算出を行うため、今回から、年間総手続件数と同様、推計値とした。

※１ ※２



参考（58手続一覧）
デジタル・ガバメント実行計画（令和２年12月25日閣議決定）（抄）

別紙４ 地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続

ａ）処理件数が多く、オンライン化の推進による住民等の利便性の向上や業務の効率化効果が高いと考えられる手続
１）図書館の図書貸出予約等、２）文化・スポーツ施設等の利用予約、３）研修・講習・各種イベント等の申込、
４）地方税申告手続（eLTAX）、５）自動車税環境性能割の申告納付、６）自動車税の賦課徴収に関する事項の申告又は報告、
７）自動車税住所変更届、８）水道使用開始届等、９） 港湾関係手続、10）道路占用許可申請等、11）道路使用許可の申請、
12）自動車の保管場所証明の申請、13）駐車の許可の申請、14）建築確認、15）粗大ごみ収集の申込、
16）産業廃棄物の処理、運搬の実績報告、17）犬の登録申請、死亡届、18）感染症調査報告、19）職員採用試験申込、
20）就業構造基本調査、21）入札参加資格審査申請等、22）入札、23）衆議院・参議院選挙の不在者投票用紙等の請求、
24）消防法令における申請・届出等

ｂ）住民のライフイベントに際し、多数存在する手続をワンストップで行うために必要と考えられる手続
ア.子育て関係
１)児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定請求、２) 児童手当等の額の改定の請求及び届出、
３) 氏名変更／住所変更等の届出、４) 受給事由消滅の届出、５) 未支払の児童手当等の請求、
６) 児童手当等に係る寄附の申出、７) 児童手当に係る寄附変更等の申出、
８) 受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の申出、
９) 受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の変更等の申出、10）児童手当等の現況届、11）支給認定の申請、
12）保育施設等の利用申込、13）保育施設等の現況届、14）児童扶養手当の現況届の事前送信、15）妊娠の届出
イ.介護関係
１）要介護・要支援認定の申請、２）要介護・要支援更新認定の申請、３）要介護・要支援状態区分変更認定の申請、
４）居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出、５）介護保険負担割合証の再交付申請、
６）被保険者証の再交付申請、７）高額介護（予防）サービス費の支給申請、８）介護保険負担限度額認定申請、
９）居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請、10）居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請、
11）住所移転後の要介護・要支援認定申請
ウ.被災者支援関係
１）罹災証明書の発行申請、２）応急仮設住宅の入居申請、３）応急修理の実施申請、４）障害物除去の実施申請、
５）災害弔慰金の支給申請、６）災害障害見舞金の支給申請、７）災害援護資金の貸付申請、８）被災者生活再建支援金の支給申請
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